












第5節 先 行 調 査

1調 査 目 的

近年、食品の安全性について社会問題 となっているもの、または新規開発食品等で安全性が不明

確なものについて、先取 り的に調査を実施 し、これらの安全確認及び安全基準設定の資料 とするた

めの調査、研究である。

2調 査 事 項

平成4年 度は、次の15テ ーマについて実施 した。

(1)輸 入農産物の くん蒸剤の衛生学的実態調査

(2)東 京湾魚介類における農薬等の汚染実態調査

(3)各 種食品中の リステ リアの衛生学的実態調査

(4)ア ルコール飲料中のカルバ ミン酸エチル(ウ レタン)の 含有実態調査

(5)食 品の製造業における微生物学的制御手法としての危害分析 ・重要管理点の応用

(食鳥肉の微生物学的品質保持のためのHACCPシ ステム応用調査)

(6)食 品中の重金属含有量調査

(7)金 属製器具 ・容器の衛生学的実態調査

(8)鮮 魚に対する鮮度保持剤の使用実態調査

(9)鶏 卵加工食品の細菌学的汚染源調査

(10)新 規開発食品等バイオテクノロジーを応用 した食品の衛生学的調査

(11)畜 肉中のホルモン剤の含有実態調査

(12)化 学的合成品以外の食品添加物の衛生学的実態調査

(香料製剤)

(13)健 康食品及び機能性食品の衛生学的調査

(生薬類似食品)

(14)国 産野菜 ・果実の残留農薬実態調査

(15)畜 水産食品における抗菌性物質の残留実態調査

3実 施 期 間

平成4年4月 か ら平成5年3月

4実 施内容及び結果

次のとおり
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(1)輸 入農産物のくん蒸剤の残留実態調査

ア 調 査 目 的

輸入農産物 は、有害動植物の国内での蔓延を防止する目的で、 「植物防疫法」に基づき、通

常通関前に薬剤によるくん蒸を受けることが知られている。

しか し、これ らの くん蒸剤の生鮮野菜、果実及び穀類等への残留性については、あまり明ら

かではない。

また、農産物は、生産国において収穫後、長期間の貯蔵 ・輸送等によっておこる害虫の発生

とその被害を防止するため、収穫後に殺虫剤等の農薬を使用することがある。

輸入農産物の収穫後に使用される(ポ ス トハーベス ト)農 薬については、食品衛生法に基づ

く残留農薬基準の適用を受けないものや、収穫後の使用による残留実態が明らかでない等の問

題を抱えている。

これまでの調査で、臭化メチル等のくん蒸剤は揮発性があることから、くん蒸剤そのものの

残留は認められなかったが、 くん蒸剤及び農薬 として使用された臭化メチルに由来すると思わ

れる臭素が462検 体中256検 体(検 出率54.5%)か ら、総臭素 として痕跡～109ppmの 範囲で検

出された。

また、収穫後に使用される農薬のうち、殺虫剤のピペロニルブ トキシド(日 本では食品添加

物)や 、マラチオンに代わって使用されだしたクロルピリホスメチル及びピリミホスメチルが、

穀類の単純加工品であるシリアル食品の一部から検出された。

このことから、輸入農産物に残留する総臭素、並びに収穫後 に使用される農薬のうち、殺虫

剤についての衛生学的な残留実態調査を実施 した。

なお、臭素の残留性を確認するために、数種類の農産物を用いてのくん蒸試験 も実験室内で

行 った。

イ 調 査 内 容

(ア)実 施 期 間

平成4年4月 か ら平成5年3月

(イ)実 施 方 法

食品の輸入業及び倉庫業の特別監視及び輸入農産物の残留農薬調査等で収集した輸入農産

物を試験に供 した。

(ウ)対 象 施 設

食品の輸入業 ・倉庫業及び流通業

(エ)調 査 品 目

(1)総 臭素について:農 産物及び同加工品85種 類433品 目

(2)く ん蒸試験について:野 菜、果物、穀類10品 目

くん蒸試験は、内部を網棚で3段 に分けた密閉容器を用い、上段にリンゴ、バナナ、キ

ウィー、オレンジ、中段にニ ンジン、アスパラ、キュウ リ、下段に落花生、玄そば、玄米

を入れ、臭化メチルを封入 したアンプル瓶をカットし、ただちに密閉する。臭化メチルを
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均一に揮散 させ、 くん蒸を開始。

<く ん蒸試験の条件>

・臭化メチル薬量:19g/m3 ・くん蒸、放置温度:室 温(23℃)

・くん蒸時間:3時 間、48時 間 ・残留量:48時 間後の総臭素量を測定

(3)殺 虫剤について:農 産物及びその加工品

aピ ペロニルブ トキシ ド 98品 目

bク ロルピリホスメチル及びピリミホスメチル 153品 目

(オ)検 査 機 関

都立衛生研究所食品研究科食品化学第一研究室及び農薬分析室

ウ 検査結果及び考察

(ア)総臭素について(検 査結果を表1に 示した)

調査を行 った433検 体中224検 体(検 出率52%)か ら、痕跡～80ppm(平 均値12ppm)の

範囲で臭素が検出された。

(1)残 留基準値のある農産物

181検 体中67検 体(検 出率37%)か ら、痕跡～40ppm(平 均値5ppm)の 範囲で検出さ

れたが、基準値を超えるものはなかった。

イチゴは3/3、 オクラは8/9、 ザクロは3/3と 、高率に臭素が検出された。

イチゴ、オ クラは病害虫による被害を未然に防止する目的で、定植及びは種前に行う臭

化メチルによる土壌 くん蒸の影響を受けたものと思われる。

ザクロの外皮は通常割れて(烈 果)果 肉部が露出しており、くん蒸を うける表面積が大

きいこと等に影響 しているものと思われる。

平成4年4月 の答申の中で、臭素の残留基準値のうち、基準案が修正された農産物は、

とうもろこ し(50ppm⇒80ppm)、 玄そば(50ppm⇒180ppm)、 キ ウィー(20ppm⇒30

ppm)、 その他の果実(20ppm⇒60ppm)で あったが、これまでの調査では、これ らの農

産物か ら特に高い値は検出されなかった。

残留基準値が上方へ修正された理由について、今後更にくん蒸試験等により、実態を把

握する必要があるものと思われる。

(2)残 留基準値のない農産物及び同加工品

豆類は、ナッツ類及び茶より臭素が比較的多量に検出された。

豆類は、穀類に比べ臭化 メチルによるくん蒸濃度が高いこと、また、果実、野菜類に比

べ、くん蒸時間が長いことによるものと思われる。

ナッツ類はFDAが 定めた無機臭化物の残留許容量が、200ppmと 高い値であることから、

臭素を比較的取込みやすい農産物であるものと思われる。また、くん蒸剤以外に、塩化ナ

トリウムに由来する可能性 もあるものと思われる。

茶は植物防疫法に基づくくん蒸対象外であり、また、土壌 くん蒸にも通常臭化メチルは

用いられないことから、臭素が検出された原因については推察できなかった。
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農産物加工品は農産物に比べ、臭素が78.4%と 高率に検出された。ナッツ類の場合と同

様に、塩化ナ トリウムによる影響と思われる。

(イ)くん蒸試験について

今回の試験か ら、 くん蒸時間に比例 して農産物中に臭素が多 く残留することが認められた

(くん蒸試験の結果を図1に 示した)。

このことは、適切な時間でくん蒸を行うことにより、農産物に残留する臭素を最小限に抑

えることができるものと思われる。

また、同一条件下でのくん蒸にもかかわ らず、臭素の残留量に差が認められた。これは、

各農産物の組成成分等の違いにより生 じた ものと思われる。

(ウ)殺虫剤について(検 査結果を表2に 示 した)

ピペ ロニルブ トキシ ドはオセアニア産の麦芽2検 体から検出(0.6、0.2μg/g)さ れ

たのみで、そのほかの食品からは検出されなかった。

食品衛生法では食品添加物(防 虫剤)と して穀類に0.024g/kg(24μg/g)以 下の使

用が認められているが、検出量は使用基準の40分 の1で あり、同剤の残留量 としての問題 は

ない ものと思われる。

クロル ピリホスメチルは、オース トラ リア産、アメリカ産及びイギ リス産の小麦や麦類の

加工品13検体から0.01～0.93ppm検 出 した。

オース トラリア産小麦ふすまか らの検出量は0.32～0.93ppmと 比較的多か った。

残留量 として、 「FAO/WHOの 残留農薬の許容量」を超えるものはなか ったが、 「こ

めの農薬登録保留基準」を大きく超えるもの もあり、麦類に対する収穫後使用の可能性が伺

えた。

ヨーロッパ地域では、イギリス産のシリアル1検 体のみから検出された。

ピリミホスメチルは、ヨーロッパ産及びオース トラ リア産の麦類加工品の9検 体(0.01～

0.15ppm)、 及びニ ュージーラン ド産キウィー(全 果)3検 体(0.05～0.23ppm)か ら検出

した。残留量 として、 「FAO/WHO残 留農薬の許容量」及び 「こめの農薬登録保留基

準」を超えるものはなかった。

ヨーロッパ産のシリアル食品やパ スタ等麦類の単純加工品からの検出量は比較的低かった

(0.01～0.04ppm)。

キウィー(全 果)か らの検出量は 「FAO/WHO残 留農薬の許容量」(2ppm)の 約10

分の1で あり、可食部(果 肉)か らは検出されなかった。

エ ま と め

(ア)総臭素の残留については、これまでの調査から特に問題はないものと思われる。

しか し、 くん蒸試験で臭素の残留量が、農産物の種類によってばらつきが認められたこと

か ら、農産物中への臭素の残留性について更に調査する必要があるものと思われる。

(イ)ピ ペロニルブ トキシ ドの残留量については特に問題 となる量は検出されなかったが、今後

も継続 して調査す ることと、ピペロニルブ トキシ ドに混合されて使用されるピレトリン等の
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殺虫剤 について も調査す る必要が あると思われ る。

(ウ)ク ロル ピ リホスメチル は、昨年度3検 体(0.03、0.02、0.14ppm)か ら検 出 し、検出率が

5.7%で あ ったの に対 して、今年 度 は13検 体(0.01～0.93ppm)か ら検 出 し、検 出率 は8.5

%に 増 加 した ことか ら、オセアニ ア、 アメ リカ地域の小麦 と麦加工製品を中心 に調査を継続

して い く必要があ る もの と思われ る。

(エ)ピ リミホスメチル は残効性が強 く、穀物を長期間貯蔵す る場合 に使用 され るといわれてお

り、 昨年 度 は1検 体(0.15ppm)、 検 出率 が1.9%で あ った の に対 し、 今年 度 は12検 体

(0.01～0.23ppm)、 検 出率 は7.8%に 増 加 した。

したが って、本剤 につ いて も、 ヨーロ ッパ、オ セアニア地域 を中心 に調査 を継続す る必要

が ある もの と思われ る。

表1総 臭素の検出状況

分 類 品目数 検出数%検 出範囲(ppm)平 均値

図1く ん蒸試験(48時 間後測定)に おける臭素検出量(ppm)
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表2殺 虫剤の検出状況出

原 産 国 クロル ピリホスメチル ピ リ ミホ ス メ チ ル ピペロニルブ トキシ ド

(地域)品 目数 検出数%品 目数 検出数%品 目数 検出数%
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(2)東 京 湾産魚 介類 にお ける農薬等の汚染実態調 査

ア 調 査 目 的

本調 査 は、東京湾の農薬等 によ る汚染実 態を把握す るため、昭和50年 度か ら継続 実施 してお

り、今 年度 も5、7、9月 に実施 した。

イ 調 査 内 容

(ア)調 査 場 所

東京湾 内の定点(6地 点)

(イ)調 査 対 象

各地点 よ り検体 と して アサ リ1kg、 海 水3ι 、底質1kgを 採 取 し、試料 と した。

(図1、 試料採取地点)

(ウ)検 査 項 目

(1)ア サ リ

ヘキサ クロロシクロヘ キサ ン(HCH)、DDT、 デ ィル ドリン(DEL)、 ヘ プ タク

ロル ・エポキ シ ド(HPE)、 ク ロルデ ン、 クロルニ トフェン(CNP)、 ニ トロフェン

(NIP)、 ヘ キサ クロロ ・ベ ンゼ ン(HCB)、PCB、TBTO、As、Co、Cd、

Zn、Cr、Cu、Pb、Hg

(2)底 質

PCB、TBTO、As、Co、Cd、Zn、Cr、Cu、Pb、Hg

(3)海 水

ヘキサ クロロ シクロヘキサ ン(HCH)、DDT、 デ ィル ドリン(DEL)、 ヘ プタク

ロル ・エ ポキ シ ド(HPE)、 ク ロルデ ン、 クロルニ トフ ェン(CNP)、 ニ トロフェン

(NIP)、 ヘ キサ クロロ ・ベ ンゼ ン(HCB)、PCB、TBTO、Hg

(エ)検 査 方 法

平成3年 度 と同様で あ る。

(オ)検 査 機 関

都立衛生研究所 乳肉研究科食肉魚介化学研究室及 び微量分析研究科有害物 化学研究室

ウ 結 果 及 び 考 察

アサ リ及 び海水、底質について、調査地点別 に農薬 、 ヒ素 ・重金属及びPCB、TBTOの

検 出値 を表1～5に 示 した。

いずれ も、例年 とほぼ同 レベルで推移 している。

農薬 についてみ ると、 クロルデ ン、CNP等 に ついて生物 濃縮 が窺われ るが、 このことにつ

いて は、アサ リの生活史や底質か らの影響 等 も考慮に入れて検討する必要 があ る。

エ ま と め

現在 、河川や海を きれ いにす るためいろい ろな努力がな されているが、一担環境 に放 出され

た残留性 の強い物質 につ いて は、容易 に減 少 しない。

東 京湾 は、食生活を通 して密接に関係 してお り、汚染物質について は、その動 向につ いて継
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続的に調査する必要がある。

次年度については、オキサジアゾン(水 田除草剤)、 クロルピリポス(シ ロアリ駆除剤)を

検査項目に追加する予定である。

図1試 料採取地点
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表1ア サ リの残留農薬
ppm
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表2海 水中の残留農薬
ppb
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表3ア サ リの重金属
ppm
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表4底 質の重金属
ppm
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表5PCB・TBTO

ppm
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(3)各 種食品中の リステ リアの衛生学的実態調査

ア 調 査 目 的

広範囲の食品におけるListeria菌 属の汚染が食品衛生上注目されている。

今回スモークサーモン及びその原料である冷凍紅サケについてListeria属 菌等の汚染実態調

査を行った。

また、食肉製品、スモークサーモ ン等についてListeria monocytogenesの 制御法を確立する

ための基礎調査(保 存試験等)も 併せて行った。

イ 調 査 内 容

(ア)実 施 期 間

平成3年9月 か ら平成4年8月

(イ)実 施 方 法

(1)対 象 施 設

都内デパー ト等

(2)供 試 材 料

スモークサーモン54検体、原料用紅サケ60検体の計114検 体

(3)検 査 内 容

a汚 染 実 態 調 査

(a)検 査 項 目

紅サケ、スモークサーモン:Listeria属 菌、大腸菌群、黄色ブ ドウ球菌、生菌数、

腸炎 ビブリオ(紅 サケのみ)、 サルモネラ(ス モークサーモンのみ)

(b)検 査 方 法

食品衛生細菌検査マニュアルに示された方法により行 った。

b基 礎 調 査

(a)保 存 試 験

供試菌株:L.monocrtogenes血 清型4b患 者由来株

供試材料:食 肉製品(非 加熱ハム、サラ ミソーセージ)、 スモークサーモ ン原料用

冷凍紅サケ

検査方法:供 試材料を供試菌株105/ml浮 遊させた生理食塩水1ι 中に5分 間浸漬

した後、35℃ のふ卵器内で1時 間放置 し菌を材料表面に固着させた。そ

の後、含気、真空包装の2条 件で食肉製品は2℃ 、10℃ 、25℃ 、スモー

クサーモンは-20℃ 、2℃ 、10℃ 、冷凍紅サケは-20℃ の保存温度でそ

れぞれ経 日的に リステリア菌数、生菌数の変化を観察 した(-20℃ 保存

は含気包装のみ)。

(b)加 熱 試 験

供試菌株:L.monocytogenes血 清型4b患 者由来株

供試材料:食 肉(塩 漬剤無添加)
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検 査方法:供 試菌株 を食 肉(塩 漬剤 無添加)に39×106/g、 食 肉(塩 漬 剤添加)

に24×106/g接 種 した後63℃ で30分 間 加熱 し、経時的 に生 残菌数を測

定 した。

(4)検 査 機 関

都立衛生研究所多摩支所衛生細菌研 究室

ウ 調 査 結 果

(ア)汚 染実態調査(表1)

(1)原 料 用 の冷凍紅サケ

いずれ のListeria属 菌 も検 出されなか った。大腸菌群 、黄 色 ブ ドウ球菌、腸 炎 ビブ リオ

につ いて も同様で あ った。生菌数 は10～105/gで あ った。

(2)ス モ ー クサーモ ン

54検 体中、L.monocytogenes陽 性4検 体(7%)、 そ の他のListeria属 菌 が7検 体(17

%)、 大 腸菌群は3検 体か ら検出され たが 、黄色 ブ ドウ球菌 、サルモネラにつ いては検出

されなか った。

なお、生菌数で は、10/g以 下 の ものか ら107/gま で の範 囲で検 出されば らつ きが大

きか った。

(3)ス モ ー クサーモ ンにおけ るL.monocytogenesと 生菌数 との関係(表2)

生 菌 数が多 くなるほ ど、L.monocytogenes検 出率が増加 す る傾向がみ られ た。

(イ)基 礎 調 査

(1)保 存 試 験

a非 加 熱 ハ ム

(a)2℃ 保 存の場合(図1)

真 空包装5日 目まで あまり変化 はみ られず、含気包 装で は10日 目に1オ ーダー増加

を認めた。 その後 どち らとも徐 々に増加 し、30日 目に は当初よ り3オ ー ダーの増加が

み られた。生菌数 で は増加が早 く30日 目には106～107レ ベ ルに達 し含 気包装 におい

て肉眼的変化が認 め られた。

(b)10℃ 保 存の場 合(図2)

含 気 包装で は5日 目に3オ ー ダー(105/g)、10日 目に は108/gに 菌 数が増加

し、真空包装で はこれ よ りやや低い菌数で推移 した。 含気包装10日 目には変色、異臭

等官能 的に明 らか な異常 を認めた。

(c)25℃ 保存 の場合(図3)

両 包 装 とも保存3日 目には107～108/gに 達 し、官能 的 にも異 臭 、ね との発生等

の 明 らかな異常 がみ られた。

bサ ラ ミソーセー ジ(図4、5、6)

2℃ 、10℃ 、25℃ の 保存温度、包装条件の区別 な くL.monocytogenesの 増 殖は認め ら

れず 、む しろ保存 日数の経過 に伴 い菌数 が減少 した。生 菌数 について は、 当初107/g
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レベルで構成菌種の主体はカタラーゼ陰性の球菌または桿菌であり、いずれの保存条件

でも変化はみられず、官能的な異常 もほとんど認められなかった。

cス モークサーモン

(a)2℃ 保存の場合(図7)

含気包装では、10日 目で2オ ーダー増加 し、20日 目には108/gに 達 し、その後増

殖速度 はやや減速 し30日 目で109/gに 到達 した。

真空包装では前者よりも増殖速度はやや遅いが、30日 目で含気包装とほとんど同 レ

ベルに達 した。

(b)10℃ 保存の場合(図8)

含気包装は5日 目で、107/gに 増加 し10日 目には109/gに 到達 した。

真空包装では、含気包装よりやや増殖速度は遅いが10日 目には108/gに 達 した。

(c)-20℃ 保存の場合(図9)

スモークサーモンと原材料の紅サケについて試験を行ったが、両者とも2ヵ 月目ま

ではゆるやかに菌数が減少傾向を示 したが、その後は6ヵ 月目までほとんど菌数に変

化がなかった。

(2)加 熱 試 験

接種したL.monocytogenesは 、63℃の加熱で塩漬剤添加肉、無添加肉とも5分 以内に死

滅 したが、D値 については、塩漬剤を添加 してない場合は0.19分 であったが添加 した場合

はD値 が0.43分 に延長された。

エ 考察及びまとめ

食品媒介 リステ リア症の感染源として、ready-to-eat食 品が重要な役割を演 じていることが

欧米諸国で報告 されている。

今回、 リステ リア症と結びつきが強いといわれているスモークサーモンについて、 リステ リ

ア汚染状況を調べたところL.monocytogenesが 検出されたが、その原料である冷凍紅サケか ら

は検出されなかった。このことは製造所における加工、製造時の二次汚染を疑わせ、本菌はく

ん煙に対する抵抗力 もかなり強いと思われた。

また、スモークサーモンの保存試験では、2℃ 、10℃ いずれの保存条件でも発育が認め られ

た。一方、非加熱ハムでも保存温度及び含気、真空包装の区別な く発育が認められ、わが国の

保存基準に規定されている保存温度の上限10℃ ではL.monocytogenesを 効果的に制御で きなか

った。 しかし、サラミソーセージの保存試験では、いずれの条件で もL.monocytogenesの 発育

が認められず菌数は保存日数の経過に伴い減少 した。

以上のようにL.monocytogenesは 食品を取扱 う環境中に広 く存在 しており、さらに10℃ 程度

の冷蔵温度に保存されたスモークサーモンや非加熱ハムでは本菌属の増殖を効果的に制御する

ことが困難であることが判明 した。 これ らのことから、衛生面では製造時のListeria属 菌によ

る二次汚染の防止が重要であり、そのためには通常の細菌汚染防止対策の一層の強化が必要で

ある。
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また、加熱試験の結果か ら加熱食肉製品の製造基準である63℃30分 の加熱工程を厳守すれば、

L.monocytogenesの 排除は可能であることが分か った。
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表1 Listeria菌 等 の検 出状況

*:L.monocytogenesの 血 清 型 別

**:L.monocytogenes以 外 のListeria属 菌 の 内 訳

表2 ス モー クサ ーモ ンにお けるL.monocytogenesの 検 出率

と生菌数の関係 について

―413―



図1 2℃ 保 存非加熱ハムのL.monocytogenesの 挙 動

□ リステ リア含気包装 ● リステ リア真空包装 ◇SPC含 気包装 △SPC真 空包装

図2 2℃ 保 存非加熱ハ ムのL.monocytogenesの 挙動

□ リステ リア含気包装 ● リステ リア真空包装 ◇SPC含 気包装 △SPC真 空包装

図3 25℃ 保存非加熱ハ ムのL.monocytogenesの 挙 動

□ リステ リア含気包装 ● リステ リア真空包装 ◇SPC含 気包装 △SPC真 空包装
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図4 2℃ 保 存サ ラ ミソーセー ジ中のL.monocytogenesの 挙 動

□ リステ リア含気包装 ● リステ リア真空包装 ◇SPC含 気包装 △SPC真 空包装

図5 10℃ 保 存サ ラ ミソーセー ジ中のL.monocytogenesの 挙 動

□ リステ リア含気包装 ● リステ リア真空包装 ◇SPC含 気包装 △SPC真 空包装

図6 25℃ 保 存 サラ ミソーセー ジ中のL.monocytogenesの 挙 動

□ リステ リア含気包装 ● リステリア真空包装 ◇SPC含 気包装 △SPC真 空包装
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図7 2℃ 保 存 スモー クサーモ ン中のL.monocytogenesの 挙 動

□ リステ リア含気包装 ● リステ リア真空包装 ◇SPC含 気包装 △SPC真 空包装

図8 10℃ 保 存 スモ ークサーモ ン中のL.mnocytogenesの 挙 動

□ リステ リア含気包装 ● リステ リア真空包装 ◇SPC含 気包装 △SPC真 空包装

図9 -20℃ 保 存 スモー クサーモ ン及 び原材料用冷凍紅 サ ケ中の

L.monocytogenesの 挙 動

○スモークサーモン ●原材料用冷凍紅サケ
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(4)ア ル コール飲料中の カルバ ミン酸エ チル(ウ レタ ン)の 含有実 態調査

ア 調 査 目 的

強い発癌性、催奇形性等 を有す ることが報告 されて いるカルバ ミン酸 エチル(ウ レタ ン)に

ついて、1990年 か ら広範 囲に市販 アル コール飲料 中の含有 量実態調査を行 って きた。前回平成

3年 度 の調査 結果で は、市販 アル コー ル飲料148検 体 中104検 体 か ら5～738ppbの 範 囲で検 出

され、その うちカナダの規制値(表1)を 超 え るものが、清酒2検 体、バー ボ ンウィスキー7

検 体 、中国酒11検 体 及 び梅酒1検 体 、合計21検 体(20.2%)で あ った。

今回、市販アル コール飲料中のカルバ ミン酸エ チル含有量 を調査 した ところ、93検 体中78検

体(83.9%)か ら5～668ppbの 範 囲で 検出され、 その うち カナダの規制値 を超 える ものが30

検 体(38.5%)あ った。

また、前回 は、清酒 の製造工程の火入れか らビン詰 まで の工程 中にカルバ ミン酸エチルが生

成 されることを報告 したが 、製造工程中の検出値 と販売店 で購入 した清酒の検 出値 とでは大 き

な開 きがあったので 、製造後の保管、流通、店頭 販売 の期 間 にカルバ ミン酸 エチルの生成 が疑

われた。

そ こで、販売店等 の流通 時におけるカルバ ミン酸エ チル の消 長を知 るため、同一銘柄を6ヵ

月間室内に放置 したのちの検査 を実施 した。

イ 調 査 内 容

(ア)実 施 期 間

平成4年4月 か ら平成5年3月

(イ)対 象 施 設

デパー ト・酒 類販売店

(ウ)対 象 品 目

市販 アル コール飲料:清 酒 ・ウィスキー ・ワイ ン ・中国酒 ・梅酒 ・ウオ ッカ

(エ)検 査 機 関

東京都衛生研究所食品研究科食品化学第一研究室

ウ 調査結果及び考察

(ア)カ ルバ ミン酸エ チルの検 出状況 につ いて

カルバ ミン酸 エ チルの検出状況 を表2に 示 した。清 酒 は、26検 体 中25検 体(検 出率96.2

%:以 下 同 じ)か ら10～264ppbの 範 囲で検出 され、カ ナダの規制値(表1)を 超 え るものが

1検 体(264ppb)(3.8%)あ っ た。

国産 ウ ィスキ ーは、4検 体 中4検 体(100%)か ら25～51ppbの 範 囲で検 出 され た。

スコ ッチウ ィスキー は、3検 体 中3検 体(100%)か ら17～51ppbの 範 囲で検 出され た。

バ ーボンウ ィスキー は、17検 体 中17検 体(100%)か ら45～564ppbの 範 囲で検出 され、 カ

ナダの規制値 を超 え るものが11検 体(181、183、263、277、291、384、388、398、444、559

及 び564ppb)(64.7%)あ った。

輸入 ワイ ンは、6検 体すべて検 出 され なか った。
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中国 酒(紹 興 酒類)は 、18検 体 中18検 体(100%)か ら11～668ppbの 範 囲で 検出 され、カ

ナダの規 制値 を超 え る ものが16検 体(104、138、143、171、179、195、219、230、259、

272、402、438、492、606、642及 び668ppb)(88.9%)あ っ た。

梅 酒は、5検 体中5検 体(100%)か ら16～131ppbの 範 囲 で検 出され、 カナ ダの規制値を

超 え るものが2検 体(117及 び131ppb)(40.0%)あ った。

ウオ ッカは、11検 体 中3検 体(27.3%)か ら6～18ppbの 範 囲で検 出され た。

また、1990年 に高濃度 に検 出 した銘柄(清 酒A260ppb、 清 酒K205ppb)は 、1991年(清 酒

A228ppb、 清 酒K367ppb)、1992年(清 酒A165ppb、 清 酒K264ppb)と 高 濃度 に検出す る傾

向がみ られた。

これ らの結果か ら、 カルバ ミン酸エ チルは、特定の酒類、特定 の銘柄によ り偏在 し、中に

は非常に高い数値 を示す酒類(バ ーボ ンウ ィスキー、中国酒(紹 興酒類)、 清酒)が あるこ

とが分か った。 カルバ ミン酸エチルの生成要 因につ いて は、ほぼ解明 されてお り、尿素が前

駆物質 と考え られてい る。

尿素 は酒類に含 まれ るアルギニ ンの分解 によ り生成 され るほかに、醸造 用水 に も大量に含

まれて いる。特 に、清酒中の尿素の排 除には、酵素(ウ レアーゼ)に より尿素を分解す る方

法が考え られ る。また、醸造用水中の尿素 は、浄水機 によ り除去することが出来 る。

しか し、今回 も特 定の銘柄の清酒か らカルバ ミン酸エ チルが高濃度 に検出 され たことは、

特定 の銘柄の清酒製造業者 は、製造工程 中の カルバ ミン酸 エチルの生成を放置 していること

が窺われた。

梅酒か らカルバ ミン酸エ チルが高濃 度に検出され たが 、 これ は梅に含 まれ る青酸が生成要

因 と思われ る。

アメ リカにおいて は、業界の 自主基 準で はあ るが 、1988年5月 にアルコール飲料 中の カル

バ ミン酸エチルが規制 され るよ うにな った(テ ーブルワイ ン15ppb以 下 、 デザ ー トワイ ン60

ppb以 下 、ウ ィスキー125ppb以 下(1989年1月1日 以降製造 され るウィスキー))。 今回の

調査で も、バ ーボ ンウ ィスキーか ら高い数値で検出されたが、製造年月日が記 載 されて いな

いので 、 自主規制前の製造 かは不明であ る。

なお、中国酒(紹 興酒類)に つ いて は、 カルバ ミン酸エ チルが高濃度、広範 囲に検出され

た状 況か ら、中国 は紹興 酒類に存在す るカルバ ミン酸エチル に無関心な もの と思われる。

表1ア ルコール飲料中のカルバ ミン酸化エチル規制値(カ ナダ1985年)
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表2ア ルコール飲料中のカルバ ミン酸エチル含有量

平均値:検 出検体数の平均値を表示 した(ND:5ppb未 満)

():カ ナダの規制値を超えるもの

(イ)販 売後のカルバ ミン酸エ チルの消長 について

表2で 検査 した同一銘柄(ウ オ ッカ及 び一部の銘柄 は検査 しなか った)を 、6ヵ 月間室 内

放 置後検査 した結 果、次の ことが分か った。

(1)清 酒 は、23銘 柄 中21銘 柄 が4～604%の 範 囲で増加 し、2銘 柄が5～11%減 少 した。

平均値 は48%の 増 加で あ った(図1)。 中 に は、25→176、36→158の よ うに大幅 に増 加

し、高 い数値を示す銘柄 もあ った。

(2)ス コ ッチウィスキーは、2銘 柄 検査 したが、2銘 柄 とも変化がみ られなか った。

(3)バ ー ボ ンウィスキーは、14銘 柄 検査 したが、-31～73%と ば らつ きがみ られた。平均値

は4%で あった。但 し、極端な数値(-31%、73%)を 示 した2銘 柄を 除 くと平均 値 は

0.3%で あ った(図2)。

(4)輸 入 ワイ ンは、6銘 柄検査 したが、6銘 柄すべて検出 されなか った。

(5)中 国 酒(紹 興 酒類)は14銘 柄 検査 したがその うち8銘 柄が3～25%と 増 加 し、6銘 柄が

-9～1%と 若 干減少 した
。平均値 は-1%で あ った(図3)。

(6)梅 酒 は、5銘 柄 検査 したが 、-59～19%と ば らつ きがみ られた。平均 値 は-13%で あ

った。但 し、極端 な数値(-59%)を 示 した1銘 柄 を除 くと平均値 は0%で あ った(図

4)。

以 上 の結果か ら、清酒 は保管中にカルバ ミン酸エ チルが増加す ることが示唆 され た。製造

後長期間経 ってい ると思われ るス コッチ ウ ィスキー、バ ーボ ンウ ィスキー、中国酒(紹 興 酒

類)及 び梅酒に は、製造年月 日、輸 入年 月 日がな いので断定 は出来 ないが 、ば らつ きの大 き

な ものを除 くと、 カルバ ミン酸エチルの増減 につ いて有為差 は認 め られ なか った。

―419―



エ ま と め

市販 アル コール飲料を広範囲 に調査 した ところ、93検 体中78検 体 か ら10～668ppbの 範 囲で カ

ルバ ミン酸 エチルが検 出 された。その うちカナダの規制 値を超 えるものは、清 酒1検 体 、バ ー

ボ ンウ ィスキー11検 体 、中国酒16検 体及 び梅酒2検 体、合計30検 体(38.5%)と 多 数あ った。

中に は、中国酒 の紹 興酒 か ら668、642、606、492、438及 び402ppb、 バ ーボ ンウィスキ ー

564、559、444、398、388及 び384ppb、 清 酒264ppb、 等 高 い数値を示す銘柄 が多 か った。

また、1990年 に 高濃 度 に検 出 した銘 柄(清 酒A260ppb、 清 酒K205ppb)は1991年(清 酒A

228ppb、 清 酒K367ppb)、1992年(清 酒A165ppb、 清 酒K264ppb)と 高 濃度 に検 出す る傾 向

が認 め られた。

カルバ ミン酸エ チルは製造後の保管 、流通 、店頭販売等 の間に も生成が疑われ た。そこで、

同一銘柄を6ヵ 月間室 内放置後検査 した ところ、清酒 は、23銘 柄中21銘 柄(91%)が4～604

%(平 均92%)の 範 囲で増加 したので 、流 通、店頭等 の保管 時 にも、カルバ ミン酸 エチルが増

加 す ることが示唆 された。

しか し、 スコッチ ウィスキ ー、バー ボンウィスキー、紹 興酒及 び梅酒 は、 ば らつ き(製 造年

月 日の表示がないので、必ず しも同一 ロ ッ トとは限 らない)の 大 きな もの を除 くと増加率の平

均 は、0%、-0.1%、-1%、0%で 傾 向 と して必 ず しも流通 、店頭等 の保 管時 にカルバ ミ

ン酸エ チルの含有量 が増減 された とは いえな い。

アルコール飲料中の カルバ ミン酸エ チルの生成について は、アルコール飲料 中の尿素量、エ

チルアルコール濃度 、pH、 温度及 び時間が関係 してい るといわれている。

今回 も高濃度 にカルバ ミン酸エ チルが検 出された ことにつ いては、製造 工程 におけるカルバ

ミン酸 エチル(生 成要 因の尿素等)の 除去 は勿論で あるが 、特 に清酒及び梅酒 につ いて は、製

造後 の販売店あ るいは家 庭での保管温度 、販売期間等の関連性 について も検討 の必要が ある。

強い発癌性、催奇形性 等を有す るカルバ ミン酸エ チル(ウ レタン)が 高濃度 に多数検 出され

た ことは、食品衛生上 問題であるので何 らかの対応が必要 であ る。1985年 に カナダで規制値が

定 め られ、1988年 に ア メ リカで も業界基準 値が定め られ た。

わが国において も、国産及び輸入酒 類の安全性確保 のため、 カルバ ミン酸 エチルの規制値設

定 の時期に きている もの と思われる。
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図1 市販清酒のカルバ ミン酸エチル経時変化
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図2市 販バーボンのカルバ ミン酸エチル経時変化

図3市 販中国酒(紹 興酒類)の

カルバ ミン酸エチル経時変化

図4市 販梅酒の カルバ ミ

ン酸エ チル経時変化
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(5)食 品の製造業における微生物学的制御手法としての危害分析 ・重要管理点の応用

(食鳥肉の微生物学的品質保持のためのHACCPシ ステム応用調査)

ア 調 査 目 的

食鳥肉は、わが国の食肉消費量全体のほぼ35%を 占めるようになり、その衛生確保を目的と

して、平成4年 度から食鳥検査制度が実施された。

食鳥肉の大消費地である東京都内には、生体か ら部分肉に至るまでの処理を行 うような処理

場は、数えるほどしかなく、しかも、これらはいずれも年間5万 羽以下の小規模な処理場に過

ぎない。大部分の食鳥肉は、都外の大規模処理場で処理された部分肉か、脱羽後の丸と体を部

分肉に解体 して販売するかのいずれかである。

このような背景か ら、東京都では、小規模食鳥処理業における食鳥肉の衛生細菌学的品質確

保を目的とした衛生対策を早急に確立する必要に迫 られている。

前年度は、都外で脱羽されたのちの丸と体を解体処理 している都内の食鳥処理場の、効果的

な衛生監視及び指導のための基礎資料を得ることを目的として、国際的に効率的な食品の微生

物管理法として認められているHACCP (Hazard Analysis Critical ControlPoint:危 害

分析 ・重要管理点)シ ステムの導入を検討 した。

今年度は、前回設定した各処理工程について危害分析、重要管理点の検討を行い、監視基準

及び修正措置の再設定を試みた。

イ 食肉処理場の作業工程調査

HACCPシ ステムの7つ の原則のうち、最 も基本となる危害分析(HA)及 び重要管理点

(CCP)に ついて、前回検討 した3食 鳥処理場の内2食 鳥処理場について調査結果に基づい

て前 もって指導 したのち、作業工程別食鳥肉の細菌汚染状況を調査 した。

(ア)対 象 処 理 場

都内の規模の異なる2食 鳥処理場を対象とした。

(1)So処 理場 処理羽数600羽/日 従業員6名

(2)N処 理 場 処理羽数1,000羽/日 従業員15名

(イ)調 査 内 容

(1)調 査 期 間

平成4年10月20日 ・21日

(2)対 象 食 鳥 肉

各処理場において、入荷 した丸と体、洗浄後丸 と体(殺 菌後)、 解体工程でのもも肉、

むね肉、ササ ミ、レバー、製品としてもも肉、むね肉を採取 した。

(3)検 査 項 目

細菌数、大腸菌群、黄色ブ ドウ球菌(S.aureus)、 サルモネラ(Salmonella)、 カンピロバ

クター(C.jejuni)、 ウェルシュ菌(C.perfringens)、 リステリア(L.monocytogenes)

(4)検 査 機 関

東京都衛生研究所多摩支所衛生細菌研究室
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(ウ)作業工程図の作成

調査 した2処 理場は、丸と体の外剥 ぎ法による解体処理を行 っているので、その作業工程

の略図を図1に 示 した。

図1食 肉処理場の作業工程(外 剥 ぎ法)

(エ)作業工程別食鳥肉の細菌検査成績

(1)汚 染指標細菌の検出状況

2処 理場の各々の処理工程から採取 した食鳥肉47検 体について、細菌数及び大腸菌群の

汚染状況を調査 した(図2)。

入荷時の丸と体の細菌数汚染は、各処理場によって若干異なり、また、個体によっても

ばらつきが大きかった。

洗浄後(殺 菌後)丸 と体の細菌数及び大腸菌群は、N処 理場においては、入荷時の丸と

体に比べ菌数の低下が見 られ、指導の効果があったが、So処 理場は、洗浄の効果がなか

った。 もも肉、むね肉は、N処 理場については、菌数の上昇が見られた。なお、 もも肉、

むね肉はともに皮付きである。

ササ ミ、レバーの細菌数については、So処 理場は、大幅に減少 した。これは、体内か

ら採取 して間 もないためと思われる。

製品 もも肉、むね肉の菌汚染は、So処 理場が顕著であった。
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図22食 鳥処理場 の細菌汚染状況
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(2)食 中毒起因菌等の検出状況

2処 理場から採取 した食鳥肉47検体について、黄色ブ ドウ球菌、サルモネラ、カンピロ

バクター、ウェルシュ菌及びリステ リアの汚染状況を調査 した。

食中毒起因菌の汚染は、ウェルシュ菌が最 も高く74%で 、特にN処 理場か ら高率に検出

された。次いでカンピロバクター36%、 リステリア菌26%、 黄色ブ ドウ球菌21%、 サルモ

ネラ4%で あった(表1)。

処理場によって細菌の検出状況が異なるのは、食鳥肉の生産地が異な り、各一次処理場

の細菌汚染が直接影響 していること、各処理場の細菌汚染に差が有ること等が考えられる。

表1食 鳥肉の食中毒起因菌検出状況

ウ 作業工程における危害分析及び重要管理点

前回の調査で検討 したHACCPシ ステムの各作業工程における微生物危害、重要管理点

(CCP2)及 び監視ポイン トを用い且つ2処 理場の細菌検査成績を踏まえてCCPを 再検討

した。(CCP1:効 果的なCCP、CCP2:絶 対的でないCCP)

エ ま と め

今回、食鳥肉の衛生細菌学的品質確保を目的として、都内の食鳥処理場におけるHACCP

システム導入の再検討を試み、前回に設定 した各作業工程における危害分析、重要管理点の検

討及び管理基準、監視/測 定と基準に合致 しないときの措置の再設定を行った(表2)。

(ア)前回行 った基礎調査で、入荷丸と体及び洗浄丸と体の細菌汚染度が高い場合は、その後の

処理工程の細菌汚染度に も影響を及ぼすことが窺われたが、今回の調査でも、同様の傾向を

示 し、丸 と体の洗浄が食鳥処理場における微生物制御上最 も重要な処理工程であることを確

認 した(CCP2)。

(イ)処理場によって病原細菌の汚染状況が異なるのは、仕入れる丸と体の生産地が各々異なり、

各一次処理場の細菌汚染が丸 と体に直接影響 していること、各処理場の施設、取扱い器具類

等の衛生状態、解体作業状況(二 次汚染、交叉汚染)及 び従業員の衛生的習慣等に差が有る

こと等が考えられる(CCP2)。

(ウ)食鳥肉は、傷みやすい食品なので保管温度が細菌数の増殖に大きく作用するので、保管温

度は2℃ 以下が望ましい(CCP2)。
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以上、科学的で効率的な監視指導業務の推進を図るため、HACCPシ ステム導入を検討 し

きたが、食鳥肉の処理工程を危害分析(HA)し 、微生物制御に必要な重要管理点(CCP)

を決定するとともに、管理基準、監視方法を設定する一連の手法は、食品の安全性を確保する

ための理論的、体系的な手段で、優れた工程管理方式である。

表2食 鳥肉の作業工程におけるHACCP

●主要な汚染発生場所 ○少量の汚染発生場所CCP2:絶 対的でないCCP
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(6)食 品中の重金属含有量調査

ア 調 査 目 的

わが国で重金属の規格が定められている食品は、現在、清涼飲料水、粉末清涼飲料、米及び

一部の野菜果実があるのみであり、多くの加工食品には量的な規制は設けられていない。

アメリカでは、近年、FDAが 食品由来の鉛摂取の低減化に取 り組んでおり、その一環とし

て、1992年 に陶磁器製の器具容器から溶出する鉛について規制を強化 した。

食品中の重金属含有量については、既に多くの報告があるが、現在、都内に流通する加工食

品中の重金属含有量を調査 し、その最新の実態を明らかにしておく必要がある。

そこで、今年度は、原材料の収穫環境等が明らかでなく、かつ、容器か らの重金属溶出も考

えられる 「輸入缶詰」について調査を行った。

イ 調 査 内 容

(ア)実 施 期 間

平成4年4月 から平成5年3月

(イ)実 施 方 法

都内百貨店、スーパーマーケットか ら輸入缶詰70検 体を収集

(ウ)検 査 項 目

(1)缶 詰内容食品中の重金属含有量調査(70検 体)

検査項目:Zn、Sn、Pb、As、Cd、pH

(2)缶 材質及び溶出試験((1)の70検 体中34検体について実施)

a材 質 試 験

(a)缶 の材質と内面樹脂の有無及びその種類

(b)蛍 光X線 分析法による缶材質中の元素分析

b溶 出 試 験

(a)金 属缶の規格試験

As、Pb、Cd、 フェノール、ホルムアルデヒ ド、蒸発残留物、エピクロルヒド

リン(内 面塗装のエポキシ樹脂の原料モノマー)、 塩化ビニル

(b)Sn及 びZnの 検査

(エ)検 査 機 関

都立衛生研究所食品研究科食品化学第二研究室及び食品添加物研究科容器包装研究室

ウ 調査結果及び考察

缶詰内容食品中の重金属含有量と、缶の材質及び溶出試験を行った主な検体の検査結果を表

1に 示した。

缶材質は、34検体中アル ミ缶が5検 体、他はすべてブ リキ缶であったが、このうちの3検 体

は、缶の一部(胴 、天、地)にTFS板 が使われていた。

内面塗装は、26検 体が完全塗装缶で、残りの8検 体は胴部のみ樹脂塗装が施 されていない不

完全塗装缶であった。
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使用されていた樹脂は、エポキシ樹脂が28検 体あり、他はアクリル樹脂が3検 体、塩 ビ樹脂

が1検 体であった。

なお、溶出試験(金 属缶の規格試験)は すべて規格に適合 していた。

次に、表1で 示 した検体を含めて食品中の重金属含有量を調査 した70検 体を、内容別に肉類、

魚介類、野菜類、果物類の4種 のグループに分け、結果を分析 した(表2)。

(ア)Zn

肉類、魚介類は、いずれも検 出率100%で 、検出量 もそれぞれ25.3ppm(平 均値 として;

以下同様)、15.1ppmと 他の食品グループに比べ高い値を示 した。

野菜類は、検出率92%と 高かったが、検出量は4.9ppmと 低かった。

一方、缶材質試験を行った34検 体中8検 体にZnが 含まれていたが、溶出試験における缶

からのZnの 溶出はなく、食品中のZn含 有量と缶素材との関連性は認め られなかった。

Znの 食品素材中の含有量、いわゆるバックグラウンド値は、たん白性食品が高いことが

知 られてお り、肉類で20～80ppm、 魚介類3～20ppm、 野菜類1～10ppm、 果実類0.5～

2ppm程 度であり、今回の結果はすべてバ ックグラウン ド値の範囲内であると思われる。

(イ)Sn

果実類と野菜類か らの検出が目立ち、果実類が検 出率100%、 検出量70.8ppmと 最 も高 く、

次いで、野菜類が63%、45.4ppmで あった。対照的に、肉類、魚介類からの検出は低 く、特

に魚介類の検出量は2.7ppmと 他に比べ目立って低かった。

検出量が100ppmを 超えるものが野菜類に2検 体、果実類に4検 体あり、野菜類の缶詰の中

には、清涼飲料水の規格の150ppmを 超えて検出された ものが1検 体(260ppm)あ った。

缶材質試験では、34缶 中アル ミ缶5検 体以外のすべてにSnが 含まれていた。このうち不

完全塗装缶(樹 脂 コー トを缶内面すべてに施 していない缶)8検 体中5検 体(検 出率63%)

から、溶出試験においてSnが 平均で20ppm溶 出した。なお、完全塗装缶からの溶出はなか

った。

不完全塗装缶の内容食品中におけるSnの 検出率は100%で あった。その含有量は平均

101ppmで 、完全塗装缶での4ppmに 比べ約25倍 と高い値であり、不完全塗装缶から内容食品

への多量のSn溶 出、移行が強 く危惧される結果であった。

不完全塗装缶の使用は、野菜類、果物類の缶詰に限られており、果物缶詰では4検 体がす

べて不完全塗装缶であった。

今回の調査結果で、野菜類、果実類か らの検出量が特に高かった理由として、これ らの缶

詰に不完全塗装缶が多 く、pHが 酸性領域ほど缶中のSnが 溶出しやすいというSnの 化学

的性状に起因するものであると考え られる。果実缶詰等に不完全塗装缶を使用する利点と

しては、缶から溶出したSnがO2を 減少させ、腐敗予防効果を持つこと。また、溶出 した

Snに よって、缶内が還元系に保たれ、色調、香味の保持、V.Cが 安定化されるなど、食

品の品質保持効果のあることが挙げ られる。
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(ウ)Pb

各食品群ともに検出率8～25%、 検出量0.13～0.17ppmの 範囲内で、食品区分による大き

な差異は認められなかった。

缶材質試験では、Pbを 含有 していた缶は2検 体のみであ り、いずれ も缶胴部接合部に含

まれていたもので、接合時に使用 した鉛ハ ンダに起因す るものと思われた。 しか し、缶自体

か らのPbの 溶出はな く、また、食品中のPb含 有量と缶素材 との関連性は認められなかっ

た。

各食品素材中のPbの バックグラウン ド値は、0.05～0.5ppm程 度とされており、今回の検

出量はバ ックグラウンド値の範囲内であると思われる。

福岡市の大石 らは1989年 に、野菜、果実を中心とした輸入缶詰85検体を調査 したところ、

63検体(検 出率74%)か ら最大2.2ppm、 平均0.22ppmのPbを 検出し、缶か らの溶出の可能

性が高いと考察 しているが、今回はこれ と異なる結果とな った。

(エ)As

魚介類からの検出が大部分で、検出率84%、 検出量1.13ppmで あった。Asを 検出した魚

介類17検 体のうち16検体が、清涼飲料水におけるAsの 検出限度の0.2ppmを 超えていた。

缶材質試験では、4検 体のブ リキ缶にAsが 含まれていたが、食品中のAsと の関連性は

認め られなかった。

Asが 魚介類に多 く存在 していることは一般的に知 られており、これらのバ ックグラウン

ド値は0.2～18ppmの 範囲である。従って、今回の検出値 は、バ ックグラウン ド値の範囲内

と考えてよいと思われる。

Asの 毒性はその化学形態によって大 きく異なり、海産物中のAsは 高濃度であっても毒

性の低い有機As化 合物 として存在 しているとされている。今回の検査では、清涼飲料水に

おける検出限度を超えた検体が多くみ られたが、このことがただちに衛生上問題 となるもの

ではないと思われる。

(オ)Cd

魚介類からのみ検出され、検出率は42%、 検出量は0.16ppmで あった。検出された種類は、

魚介類の中でも貝類 と甲殻類(ロ ブスター)に 限られ、魚肉自体からの検出はみ られなかっ

た。

検出範囲は0.1～0.4ppmで あり、清涼飲料水におけるCdの 検出限度の0.1ppmを 超えたの

は 「さざえの味付」2検 体(0.3ppm、0.4ppm)で あった。

缶材質試験では、すべての検体からCdの 検出は認められなかった。

Cdは 自然界に広 く分布 しており、食品中にも広 く存在 しているが、その量はわずかであ

る。魚介類でのバ ックグラウンド値は、可食部分では平均で0.01～0.04ppmの 範囲であるが、

内臓ではその含有量が高 く、特に軟体動物の内臓では0.01～0.32ppm程 度含まれていると言

われている。

今回、清涼飲料水におけるCdの 検出限度を超えて検出された 「さざえの味付」2検 体は、
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いずれも中国産の同一ブランド品であり、魚介類の採取環境が汚染されている可能性 も否定

できない。

エ ま と め

(ア)輸入缶詰食品中の5種 類の重金属について、含有量を調査した。

(1)検 出されたZn、Pb、As、Cdは 、いずれ も食品素材に由来するものと考えられる。

(2)Snは 容器由来、すなわち缶からの溶出の可能性が強い。

(3)清 涼飲料水の成分規格における重金属の規制値と比較 した場合、この検出限度を超えた

ものがAsで16検 体、Cdで2検 体、Snで1検 体の計19検体(27%)あ った。

(イ)金属缶の溶出試験(規 格試験)の 結果は、すべて規格に適合 していたが、規制のないSn

についての規格 も定ある必要があると思われる。

(ウ)今回の調査結果から、安全確保のため引続 き調査を必要とする重金属は、次の3種 である

と考えられる。

(1)検 出率は低いが、すべての食品群から検出されたPb。

(2)貝 類の採取環境の汚染も推測されるCd。

(3)意 図的に容器から食品への移行を図っていることが考えられるSn。

*TFS(Tin Free Steel)板

金属缶の材料 としては、鉄板にスズメッキを施 したブ リキが一般的であるが、世界的なスズ資

源枯渇に対応するため、スズを使用 しない低コス ト材として日本で開発された。鉄板に電解 クロ

ム酸処理を施 した もので、ブリキと同等の耐食性を有するが、はんだ付けができない。
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表1主 な缶詰内容食品中の重金属含有量及び缶素材からの溶出状況

注)+の 検体につ いて

天:缶 天蓋部分から検出、 胴:缶 胴部分、 地:缶 底部分、 未記入:天 ・胴 ・地のすべてから検出

()は 缶素材か らの溶出量

*:ア ル ミ缶 他はすべてブ リキ缶

**:缶 胴部の内面非塗装 他は一部TFS使 用の缶を除きすべて完全内面塗装缶

***:缶 胴部のみTFS使 用

****:缶 胴及び底部TFS使 用
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表2缶 詰食品の種類別重金属含有量等調査結果

重金属の検出範囲及び平均値の単位:ppm
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